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 達   示 第４３号 

平成２６年９月１８日 

 

 

              東京拘置所長 浦   寛 美 

 

 

   「被収容者等の金品の取扱いに関する細則」の制定について 

標記について，別紙のとおり定め，即日施行する。 

  なお，次の達示は，廃止する。 

１ 平成２０年６月２６日付け達示第１１号「「被収容者の保管私物等の取扱い実

施細則」について」 

２ 平成２６年５月１９日付け達示第１４号「「被収容者等の領置金品等の取扱い

に関する実施細則」の制定について」 
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別紙 

被収容者等の金品の取扱いに関する細則 

第１章 総則 

  （趣旨） 

第１条 この細則は，東京拘置所及び松戸拘置支所（以下「当所等」という。）の

被収容者の金品の取扱いを適正に行うため必要な事項を定めるものとする。 

  （準拠） 

第２条  被収容者等（被収容者，労役場留置者及び監置場留置者をいう。以下同

じ。）の金品（信書及び文書図画を除く。）の取扱いについては，刑事収容施設

及び被収容者等の処遇に関する法律（平成１７年法律第５０号。以下「法」とい

う。），刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則（平成１８年法務省令第５７

号。以下「規則」という。）及び平成１９年５月３０日付け法務省矯成第３３４

２号矯正局長通達「被収容者の物品の保管等について」（以下「通達」という。）

に定めがあるもののほか，この達示の定めるところによる。 

 

  第２章 携有物等の取扱い 

 （携有物の検査） 

第３条 携有物（被収容者等が収容される際に所持する物品をいう。以下同じ。）

の検査は，会計課領置係が行う。ただし，行政機関の休日に関する法律（昭和６

３年法律第９１号）第１条に定める行政機関の休日（以下「休日」という。）に

おいては，検査を行わず，休日明けの直近の平日に会計課領置係が行うものとす

る。 

２ 夜間，休庁中等執務時間外であっても，特に注意を要する被収容者等の入所が

予想される場合などの特別な理由で指示があるときは，会計課領置係が行うもの

とする。 

３ 女子の被収容者等の携有物の検査については，女子職員が行う。ただし，女子

職員が携有物の検査を行えないなど，やむを得ない事情がある場合には，女子職

員の立会いの上で，他の会計課領置係が行うものとする。 
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４ 検査は，原則として入出所調所で行う。ただし，対象者が，女子である場合又

は特に必要があると認める場合は，入出所調所以外の適当な場所で行うものとす

る。 

５ 検査は，必ず被収容者等の面前で確実に対査及び確認を行うものとする。 

６ 検査は，覚醒剤等の薬物，携帯電話，その他危険物等の不正持込防止のため，

目視，触手のほか，必要に応じて金属探知器又はエックス線検査装置を用いると

ともに，被収容者等に携有物を触れさせることなく検査を行うなど，細心の注意

を払うこと。ただし，スマートホン等の電池パックは，内蔵されている機種が多

く，この場合には無理に外そうとせず，そのまま領置するものとする。 

７ 使用を許された携有物の検査を行うため解体する必要がある場合には，あらか

じめ，被収容者等に対し，解体検査同意書（別紙１）の提出を求めるものとする。 

８  被収容者等が解体検査同意書を提出した場合は，調所物品検査係が当該携有

物を解体し，その検査結果を記載した視察表に解体検査同意書を添付して，所長

に報告するものとする。 

９ 被収容者等が第７項の解体検査同意書の提出を拒むときは，領置限度量の範囲

において領置できるときは領置し，当該携有物を領置することにより領置限度量

を超過する場合には，仮留品書留簿（別紙２）に記載し，親族その他相当と認め

る者への交付その他相当の処分を行うよう指導を行い，視察表にその日時，結果

等を記載して所長に報告するものとする。 

10 夜間又は免業日の入所において，凶器となり得る携有物がある場合又は被収容

者等に挙動不審な状況がうかがわれる場合は，処遇部門職員の応援を求めるな

ど，複数の職員で検査を実施するものとする。 

11 検査を終えた携有物は，被収容者等に触れさせないよう管理するものとする。 

 （検査の記録） 

第４条 被収容者等の次の各号に掲げる金品の検査を実施した場合には，現金につ

いては領置金収受簿に，物品（ただし，法第４８条第１項に定める保管私物とす

べきものを除く。）については領置品基帳に，それぞれ記録し，当該被収容者か

ら指印を徴するものとする。 
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 (1) 被収容者等が収容される際に所持する現金及び物品  

 (2) 被収容者等が収容中に取得した現金及び物品（信書を除く。次号において

同じ。）であって，次号に掲げる現金及び物品以外のもの（当所等において

支給した物品を除く。） 

 (3) 被収容者等に交付するため当該被収容者以外の者が当所に持参し，又は送

付した現金及び物品（以下「差入金品」という。） 

（収容時の所持物品等の処分） 

第５条 前条第１号及び第２号に掲げる物品が次の各号のいずれかに該当すると

きは，当該被収容者等に対し，その物品について，親族その他相当と認める者へ

の交付その他相当の処分を求めるものとする。 

(1) 保管に不便なものであるとき 

(2) 腐敗し，又は滅失するおそれがあるものであるとき 

(3) 危険を生ずるおそれがあるものであるとき 

２ 被収容者等に対し，前項の処分を求めるときには，当該物品を仮留品として領

置倉庫内の所定の場所に保管の上，仮留品書留簿に必要事項を記載し，併せて指

導日時，指導内容等を視察表に記載し，所長に報告するものとする。 

３ 第１項により，物品の処分を求めた場合において，当該被収容者等が１か月以

内（当該物品の状況から直ちに処分が必要と認められる場合には，その時点まで）

にその処分をしないときは，当該被収容者等に売却又は廃棄することを告知し，

視察表に記載の上，決裁を受けた後，これを売却してその代金を領置し，又は，

売却することができないときは，廃棄するものとする。ただし，当該被収容者等

が，交付の相手方を選定し，交付依頼の回答を待っている状況である場合には，

相応の期間，売却又は廃棄を猶予することができる。 

４ 前項により，売却又は廃棄した場合には，仮留品書留簿の関係箇所のてん末欄

に日時，処分の方法，関係職員名等の必要事項を簡潔に追記するものとする。 

 （携有物の取扱い） 

第６条 携有物のうち，所内で使用又は摂取を許される物品については，被収容者

等に引き渡す。ただし，取得の方法が，購入及び指定業者からの差入れに限ると
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されている物品（特に，石けん，歯磨き，シャンプーなど検査が困難なもの。）

については，これを許可せず，領置する。 

２ 他の刑事施設から入所した際には，移送前施設において，保管私物として所持

又は使用を許されていた物品については，引き続き保管私物として使用を許すも

のとし，当該物品が当所の規格等と異なる場合であっても，前施設で使用を許さ

れていた物品（いわゆる○許物品）は，当該物品を消耗又は廃棄するまでの間，保

管私物として引き続き使用を許すものとする。ただし，その者が受刑者である場

合には，当所等で使用を許す物品と明らかに規格等が異なるため，規律及び秩序

の維持，その他管理運営上支障を生ずるおそれがある場合などは，規則第１５条

第６項及び被収容者に係る物品の貸与，支給及び自弁に関する訓令（平成１９年

法務省令矯成訓第３３３９号大臣訓令）第１５条に基づき，所持及び使用を許さ

ないことができる。 

３ 前２項により，使用又は摂取を許された物品以外は，領置する。 

４ 前項により，領置した物品について，当該被収容者等が，親族のその他相当と

認める者への交付（以下「宅下げ」という。）を申請したときは，法第５０条各

号の場合を除き，これを許すものとする。 

（施設間移送時の取扱い） 

第７条 刑事施設間において，被収容者等を移送する場合には，領置物と保管私物

を区分し，これが混同することのないよう収納袋を別にするなど，注意しなけれ

ばならない。 

２ 領置物のうち，釈放時に交付すべき決定がなされた物品，利器，携帯電話及び

携帯電話等の内蔵電池パック（本体に装着せず，本体と別に保管）は，領置調べ

中も被収容者等の手の届かない場所に置くとともに，移送中は，職員が携行して

先方施設の職員に引き継ぐものとする。 

 

  第３章 差入れ 

 （差入物品の窓口受付） 

第８条 会計課受付係は，被収容者等に交付するため当該被収容者以外の者（以下
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「差入人」という。）が差入れを目的とした物品（以下「差入物品」という。）

を持参したときは，差入願（別紙３）に品目，数量，差入人の住所，氏名，職業，

電話番号，生年月日（年齢でも可），交付をしようとする被収容者等の氏名及び

その者との関係等を記載させ，持参した物品を添えて窓口に提出させるものとす

る。 

２ 会計課受付係は，必要に応じ，差入人に対し，前項で記載を求める事項を証明

する書類その他の物件の提出又は提示を求め，質問することができる。 

３ 会計課受付係は，提出された差入願に記載された品目，数量と現品を対査確認

するとともに，差入れが許される物品か否かを調査するものとする。 

４ 受刑者に対して差入れを認めるのは，原則として外部交通（信書の発受及び面

会）が認められている者のほか，次の各号に該当する者とする。 

 (1) 事実上婚姻関係と同様の事情にある者（ただし，調査した結果，そのよう

な関係にあると認められる者に限る。） 

 (2) 受刑者の身分上の重大な利害に係る用務の処理のため面会することが必要

な者（例えば，婚姻，親権，子の養育，相続，雇用関係等に係る各種手続につ

いて委任を受けている者） 

 (3) 受刑者の法律上の重大な利害に係る用務の処理のため面会することが必要

な者（例えば，民事訴訟，再審請求等について委任又は相談を受けている弁護

士等） 

 (4) 受刑者の業務上の重大な利害に係る用務の処理のために面会することが必  

要な者（例えば，当該受刑者が経営する会社等の業務処理方針の重要な決定に  

ついて相談を必要とする当該会社の関係者等） 

 (5) 上記第１号ないし第４号に該当しない者であっても，法第４６条第１項各

号に該当しないもの 

５ 会計課受付係は，法第４６条第１項各号のいずれにも該当せず，差入れが許

可 される場合には，提出された物品を受領し，不正物品等の有無を検査した

後，差入願を領置係長の決裁を受け，会計課領置係へ回付するものとする。た

だし，書籍等については，内容の審査及び許可証を貼付するため，指導部門
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（教育）に回付するものとする。 

６ 会計課領置係は，差入物品の検査を行った後，差入願を同願収納箱に入れて当

該被収容者が収容されている居室棟等担当職員に回付し，同担当職員は，該当被

収容者に差入物品を交付して同願に受領指印を徴し，交付年月日を記入後，会計

課領置係へ返戻するものとする。 

７ 前項の会計課領置係における差入物品の検査に際しては，第３条第６項から第 

９項までを準用するものとする。 

８ 会計課領置係は，告知済みの差入願に領置係長の決裁を受けた後，編てつ保管

するものとする。 

 （郵送による差入れ） 

第９条 庶務課受付係は，被収容者等宛てに小包等により物品の送付があった場

合，被収容者等の収容の有無を確認し，被収容者宛郵便受付簿（郵便小包・三種

郵便・宅送小荷物・連名物）に必要事項を記載し，会計課受付係に回付するもの

とする。 

２ 会計課受付係は，差出人と被収容者等との関係等を調査し，その結果，差入れ

が相当と認められる場合は，複数の職員等の立会いの下で開封し，不正物品等の

有無を検査した後，郵送差入通知書（別紙４）に差入物品の品目，数量，差入人

の住所，氏名，関係等を記載し，押印するものとする。 

３ 郵送による差入物品の取扱いについては，前条第３項から第８項までを準用す

るものとする。 

４ 郵送差入れのために使用された包装紙（梱包資材を含む。）及び送付状は，交 

付又は保管することなく，廃棄する。 

 （現金の窓口差入れ） 

第１０条 領置金受付係は，現金の差入人に対して，差入願（現金）（別紙５）を

交付し，差入金額，差入人の住所，氏名，職業，年齢及び被収容者等との関係等

を記載させ提出させるものとする。 

２ 領置金受付係は，差入金の受付に当たっては，被収容者等の在所の有無及び第

８条第２項ないし第４項を調査し，差入れが許される場合には，差入人から現金
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を受領し，差入願（現金）に記載された金額と現金とを対査照合して領収書に必

要事項を記載の上，差入人に交付する。 

３ 領置金受付係は，領置金収受簿に金額，差入人の氏名等必要な事項を記載し，

差入金，差入願（現金），領置金収受簿及び領収書（写し）を会計課長補佐に提

出するものとする。 

４ 会計課長補佐は，差入金，差入願（現金），領置金収受簿及び領収書（写し）

に記載された金額を対査照合し，差入願（現金）の決裁を行うものとし，領置金

係は，領置金基帳に差入金額を登記する。 

５ 領置金受付係は，差入願（現金）を同願収納箱に入れて居室棟等担当職員へ回

付し，同担当職員は速やかに差入れがあった旨を告知し，同願に指印を徴し，領

置係に返戻するものとする。 

（現金書留等による現金の郵送差入れ） 

第１１条 庶務課受付係は，現金書留等（電信為替を含む。）を受領したときは，

被収容者等の在所の有無を確認し，別に定める被収容者宛郵便受付簿（現金書留

・電信為替）に所定の事項を記載した後，領置金受付係に回付するものとする。 

２ 領置金受付係は，前項の受付簿に受領印を押印する。 

３ 領置金受付係は，被収容者等と送金人との続柄等を調査し，差入れが許可され

る場合には，会計課長補佐立会のもと領置金受付係が開封して金額等を確認し，

さらに会計課長補佐において金額等を確認し，封皮に金額及び同封物の有無を記

載して会計課長補佐が確認印を押印する。ただし，送金人が，差入れの許されな

い相手方である場合には，会計課長補佐の立会のもと領置金受付係が開封し，領

置金係が仮留金書留簿（別紙６）に登記するものとする。 

４ 領置金受付係は，差入願（現金）及び領置金収受簿に金額，差入人等の必要な

事項を記載し，会計課長補佐へ提出する。 

５ 会計課長補佐は，差入金，差入願（現金），現金書留封筒及び領置金収受簿に

記載された金額を対査確認の上，確認印を押印し，領置金係へ回付するものとし，

同係は領置金基帳に差入金額を登記する。 

６ 領置金受付係は，差入願（現金）を同願収納箱に入れて居室棟等担当職員へ回
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付し，同担当職員は速やかに差入れがあった旨を告知し，同願に指印を徴し，会

計課領置係に返戻するものとする。 

（来信同封による現金の差入れ） 

第１２条 書信係は，来信封書の中に現金が同封されているのを発見した場合は，

複数の職員で金額を確認し，金券添付簿（別紙７）に所要事項を記載の上，取扱

者が押印し，首席矯正処遇官（処遇担当）の決裁を受けた後，現金とともに領置

金受付係に回付するものとする。 

２ 領置金受付係は，金券添付簿に記載された金額と現金とを対査し，発信人と被

収容者等の続柄を確認し，その結果差入れを許可される場合は，差入願（現金）

及び領置金収受簿に金額，差入人等必要な事項を記載して現金とともに会計課長

補佐に提出し，金額及び差入願（現金）の確認を受け，会計課領置金係は，領置

金基帳に差入金額を登記し，差入れが許されない送金人の場合には，仮留金書留

簿に登記するものとする。 

３ 会計課長補佐は，前項の確認後，領置金係に差入願（現金）及び領置金収受簿

を回付する。 

４ 領置金受付係は，差入願（現金）を同願収納箱に入れて居室棟等担当職員へ回

付し，同担当職員は速やかに差入れのあった旨を告知し，同願に指印を徴し，会

計課領置係に返戻するものとする。 

 （休日等における差入れ） 

第１３条 休日等における差入れは，次のとおり取り扱うものとする。 

 (1) 窓口差入れは，受け付けないものとする。 

 (2) 被収容者宛てに郵送された小包類は，保安事務当直者が被収容者等の収容

の有無を確認後に受領し，被収容者宛郵便受付簿（郵便小包・三種郵便・宅送

小荷物・連名物）に所定の事項を記載し，翌朝，庶務課受付係に引き継ぎ，同

係は，会計課受付係に回付する。ただし，翌日が休日等の場合は，小包につい

ては，保安事務当直者間で順次引き継ぎ，休日明けの直近の平日に庶務課受付

係に引き継ぐものとする。 

 (3) 現金書留及び電信為替が郵送されてきた場合は，保安事務当直者が被収容
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者等の収容の有無を確認後に受領し，被収容者宛郵便受付簿（現金書留・電信

為替）に所定の事項を記載し，速やかに監督当直者に郵便受付簿等を引き継ぎ，

監督当直者は，同受付簿及び現金書留等を監督当直者用金庫に保管し，翌日が

休日等の場合，監督当直者間で順次引き継ぎ，休日明けの直近の平日に会計課

長補佐に引き継ぐものとする。 

 (4) 来信同封による現金の差入れがあった場合は，複数の書信係の職員におい

て金額を確認した後，金券添付簿に所要事項を記載の上，取扱者が押印し，監

督当直者に引き継ぎ，監督当直者は，同簿に確認印を押印後，監督当直者用金

庫に保管し，翌日が休日等の場合は，監督当直者間で順次引き継ぎ，休日明け

の直近の平日に会計課長補佐に引き継ぐものとする。 

（差入金品の引取り） 

第１４条 会計課受付係は，差入金品について，次の各号のいずれかに該当すると

きは，会計課長に報告の上，当該差入金品を持参し，又は送付した者（以下「差

入人」という。）に対し，窓口からの差入れについては口頭（差入人退所後は書

面）で，郵送等による差入れについては書面により，その引取りを求めるものと

する。 

(1) 被収容者に交付することにより，当所等の規律及び秩序を害するおそれが

あるものであるとき。 

(2) 交付の相手方が受刑者であり，かつ，差入人が親族以外の者である場合に

おいて，その受刑者に交付することにより，その矯正処遇の適切な実施に支障

を生ずるおそれがあるものであるとき。 

(3) 交付の相手方が未決拘禁者である場合において，刑事訴訟法の定めるとこ

ろによりその者が交付を受けることが許されない物品であるとき。 

 (4) 差入人の氏名が明らかでないものであるとき。 

(5) 自弁により使用し，若しくは摂取することができることとされる物品又は

釈放の際に必要と認められる物品（以下「自弁物品等」という。）以外の物品

であるとき。 

(6) 第５条第 1項各号のいずれかに該当する物品であるとき。 
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２ 会計課受付係は，差入人が窓口において前項の求めに従わない場合，又は，６

か月以内に引き取らない場合には，差入金品は国庫に帰属することとなる旨を告

知する。 

３ 会計課受付係は，差入金品が第１項各号に該当するか否か不明確な場合には，

その旨を会計課長に報告し，指示を受けるものとする。 

４ 第１項第５号に定める釈放の際に必要と認められる物品の差入れ受付期間は，

次の各号のとおりとし，差入れ品目は，出所の時候に合った衣類，ベルト，腕時

計，靴及びその他釈放の際に必要と認められる物品に限るものとし，時期及び品

目が適合しない場合には，差入人に引き取りを求めるものとする。 

(1) 刑期終了による出所者については，満期前おおむね３か月以内 

(2) 仮釈放による出所者については，仮釈放及び保護観察等に関する規則第２

５条に規定する主査委員等の面接終了後 

５ 差入物品の引取りについて通知文を発して引取りを求めたものの，６か月を経

過しても何の音信もない場合，法第４６条第５項に規定する「差入人がその引取

りを拒んだ」とはみなさず，親族その他相当と認める者への交付等の処分を行う

ことなく国庫帰属の手続を執るものとする。ただし，差入人の所在不明等により

引取りを求めることができない場合，又は引取りを求めることが相当でない場合

は，被収容者等に対し，親族その他相当と認める者への交付その他相当の処分を

行うよう指導するものとする。 

６ 被収容者等が前項の指導に従わない場合には，視察表で決裁を経た後，法第４

６条第６項の規定により準用する法第４５条第２項に規定する相当の処分を求

めるものとし，この場合において，所定の期間内に当該物品を処分しないときは，

物品を売却してその代金を領置し，売却できないときは，廃棄することがある旨

も併せて告知するものとする。 

７ 前項に規定する処分を求めた日から１か月（交付物の受領を依頼中であること

が明らかであるとき，その他のやむを得ない事由があるときは相当と認める期

間）が経過したときは，視察表で決裁を経た後，これを売却してその代金を領置

する。ただし，売却することができないものは，視察表で決裁を経て，廃棄する



機密性２ 完全性１ 可用性１情報 

ものとする。 

８ 第１項各号のいずれかに該当する差入金品（第１項の口頭での引取りの求めに

応じ差入人が引き取ったものを除く。）は，物品については仮留品として仮留品

書留簿に記載の上，また，現金については仮留金として仮留金書留簿に記載の上，

処理意見を付して決裁を受けるものとする。 

 （受領拒否した差入金品の処理） 

第１５条 差入金品であって，前条第１項各号のいずれにも該当しないものについ

て，被収容者等がその交付を受けることを拒んだ場合は，差入人に対し，原則と

して書面で引取りを求めるものとする。 

 （引取りを求める場合の手続） 

第１６条 第１４条及び第１５条に定める書面等による引取りを求める場合の手

続については，別に定めるところによる。 

（公告の手続） 

第１７条 差入金品であって，第１４条第１項第１号ないし第４号までのいずれか

に該当するものについて，差入人の所在が明らかでないため引取りを求めること

ができないときは，法第４６条第２項及び刑事収容施設及び被収容者等の処遇に

関する法律施行令（平成１８年政令第１９２号）第１条に定める公告を行うもの

とする。 

２ 公告は，当所等の正門横の掲示板及び面会待合室の掲示板に掲示することによ

り行うものとする。 

３ 公告の掲示期間は１４日間とし，期間が経過した後，公告について問合せがあ

った場合には，問合せ者の氏名等を確認した上，該当する公告事項を記録した書

面を閲覧させ，あるいは教示するものとする。 

４ その他，公告手続の要領等については，別に定める。 

（国庫帰属の手続等） 

第１８条 差入金品について，第１４条第１項の規定による引取りを求め，又は前

条の規定により公告した日から起算して６か月を経過する日までに差入人がそ

の現金又は物品の引取りをしないときは，決裁を経た上，国庫帰属の手続を行う
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ものとする。 

２ 差入物品であって，第５条第１項第１号ないし第３号までのいずれかに該当

し，早期に処分しなければ腐敗する又は危険であるなどのやむを得ない理由があ

るものについては，公告した日又はその引取りを求めた日から６か月の期間内で

も，決裁を経た上，これを売却してその代金を保管し，売却できないときは，廃

棄するものとする。 

３ 差入金品について，第１６条の規定により，書面又は電話での引取りの求めに

応じ差入人が引き取った場合又は国庫に帰属させた場合には，仮留品（金）書留

簿のてん末欄に引取り又は国庫帰属の年月日等必要事項を記載するものとする。 

    

第４章 保管私物 

 （保管私物の保管方法等） 

第１９条 被収容者等の保管私物は，原則として，居室内において自己管理させる。 

２ 前項の保管私物の保管場所は，居室内に設置された私物整理棚（以下「私物棚」

という。），被収容者等に個人貸与する私物保管バッグ（以下「保管バッグ」と

いう。）及び未決拘禁者にあっては衣類かごに収納できる量とし，この総量を保

管限度量とする。 

３ 前項の私物保管限度量の総量は，私物棚の約２５リットル（私物棚の側板上端

からおおむね１０センチメートルの範囲），保管バックの約６５リットル，衣類

かご約３０リットルとし，従って衣類かごのない受刑者は９０リットル，未決拘

禁者は１２０リットルが保管限度量となる。 

４ 当所執行受刑者が，工場の保管ロッカー等に置くことを許す私物品も保管総量

に含まれるが，工場の保管ロッカーに置くことを許す物品は，工場で使用する必

要最小限の品目，数量とし，購入や差入れ等による交付時以外に，工場から居室

に私物品を持ち込むことは許可しない。 

 （保管私物の表示） 

第２０条 保管私物には，通達に基づき，原則として物品の引渡し時に所有者を特

定するため，称呼番号等を表示するものとする。ただし，消耗品以外の保管私物 
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品については，当該被収容者の意思に反して，現状に復することができない方法 

では表示しないものとするが，被収容者等が，他の被収容者との識別のため，自

ら表示することは制限しない。 

 （保管バックの施錠） 

第２１条 共同室に収容されている者の保管バッグは，ダイヤル錠により施錠する

ものとし，保管バッグを貸与する際に，ダイヤル錠を貸与する。 

 （保管限度量の除外） 

第２２条 第１９条第３項の保管限度量には，次の各号の物品は含まないものとす

る。 

 (1) 被収容者等が当事者である係属中の裁判所の事件（刑事・民事）に関する

記録その他の書類又はその写し（書籍は含まない。） 

（2）死刑確定者及び受刑者について，前号の書類のほか，再審請求申立てに係る

訴訟資料（書籍は含まない。） 

(3) 眼鏡その他の補正器具 

 (4) 寝具 

 （保管私物の領置） 

第２３条 法第４８条第４項の規定による保管私物の領置は，次の各号に掲げるも

のに限り，領置限度量の範囲内でこれを認めるものとする。 

 (1) 時季により着用しない衣類等 

 (2) 制限区分又は優遇区分の変更により所持，使用を許されなくなった物品 

 (3) 自学自習又は通信教育の終了，停止により所持，使用が許されなくなった

物品 

２ 保管私物を領置する場合の手続は，領置願（別紙８）の願箋により，前項各号

の該当する理由を付して出願させるものとする。 

３ 前項により領置した物品について，所持又は使用の制限事由が消滅した際，再

度の保管私物の引渡し（以下，「仮下げ」という。）を認めるため，領置の際に

他の物品と識別できるよう領置品基帳には許可品として登記し，現品には「○許」

と表示して領置し，制限事由消滅等により被収容者から仮下げの申出があったと
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きは，領置品引渡し願及び領収書（別紙９）により再仮下げを認め，当該願箋に

受領指印を徴するものとする。ただし，当該物品を引渡すことにより，保管限度

量を超過する場合には，当該物品の引渡しを認めないものとする。 

（保管私物の宅下げ） 

第２４条 被収容者等が，法第５０条により，閲覧後の雑誌等の保管私物を他の者

（当該刑事施設に収容されている者を除く。）への交付を申請した場合，交付に

より（交付の相手方が，親族（外部交通の許されている親族をいい，縁組等によ

り交通制限されている親族を除く。）への交付を除く。），規律及び秩序を害す

るおそれ，受刑者の矯正処遇の適切な実施に支障を生ずるおそれ，又は，刑事訴

訟法の定めにより交付が許されない物品であるときは，宅下げを許さないものと

する。 

２ 親族以外の者に保管私物を宅下げしようとする場合において，特に，廃棄に事

前同意している雑誌や施設内において使用することを目的として法第４９条の

領置金，又は法第９８条第４項の作業報奨金の使用を許されて取得した日常生活

に必要な物品の宅下げを出願した場合には，宅下げの理由や必要性等を疎明さ

せ，宅下げの受取人が，他の刑事施設に収容されている者に転送するなど，規律

秩序に与える影響や宅下げも外部交通の一形態であることから，受取人との関係

において矯正処遇の適切な実施に生ずる支障の有無等を審査するものとする。 

３ 保管私物の郵送又は窓口による宅下げは，交付願（別紙１０）により出願させ，

当該物品は処遇部門が検査をした後，交付願とともに会計課領置係へ回付するこ

ととし，同領置係は，交付願と当該物品を対査・確認した上，郵送による宅下げ

については，運送会社の送付状を当該被収容者に記載させ，できる限り速やかに

梱包等の手続を行い，窓口による宅下げについては，受取人が受領するまでの間，

一時保管するものとする。 

４ 前項による窓口宅下げの保管期間は，宅下げ物品の検査が終了し，会計課に回 

付された日から１か月とし，保管期間経過後も受取人が受領しない場合には，郵 

送による方法に変更させるものとする。 

 （保管私物の廃棄要領） 
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第２５条 保管私物の廃棄は，願箋を提出させることなく，居室棟に収容されてい

る被収容者等は，願いごと受付時に職員に提出又はゴミ回収時に廃棄させる方

法，当所執行受刑者のうち工場就業者は，持込袋に入れて工場担当職員に提出さ

せ，居室棟衛生係は，所属区の事務係の職員に提出する方法により廃棄させるも

のとする。 

 

   第５章 領置 

 （領置限度量） 

第２６条 領置限度量は，領置倉庫内に備える指定容器３箱（１箱約５５リットル）

合計１６５リットルに収納できる量とする。 

２ 次の各号に掲げる物品は，領置物の総量には含めないものとする。 

 (1) 寝具，トランク及び大型バック 

 (2) 被収容者が当事者である係属中の裁判所の事件に関する記録その他の書類

又はその写し 

 (3) 眼鏡その他の補正器具 

３ 領置総量の検査は，会計課領置係において定期に行うほか，次の場合にも領置

倉庫内における指定容器の収納の状況を確認するものとする。 

 (1) 領置，仮下げ又は宅下げの出願があり，指定容器から出し入れする場合 

 (2) その他，領置調べ，領置物品閲覧等により指定容器を出した場合 

 （領置物品の区分） 

第２７条 領置物品は，一般領置品及び特別領置品に区別して取り扱うものとす

る。 

２ 特別領置品は，別途定める物品とする。 

３ 領置品基帳には，品目，数量，色彩，形状等その物品の特定が容易となる情報

を登記するものとする。ただし，衣類寝具とそれ以外の物とは，別葉にして登記

しなければならない。 

４ 入所，移送又は資格異動の際には，その時点の領置物品の物品一覧表を用い，

当該被収容者を立ち合わせて領置物品と物品一覧表との照合を行った後，この物
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品一覧表を添付した領置調確認書に，所要事項を記載の上，当該被収容者の署名

及び指印を徴し，保管するものとする。 

５ 被収容者等が領置物品の確認を拒否した場合又は領置調確認書への署名等を

拒否した場合は，複数の職員により当該被収容者の領置物品と物品一覧表の内容

が合致しているか確認の上，確認した結果及び署名等を拒否した旨を領置調確認

書の備考欄に記載するものとする。 

 （特別領置品の処理） 

第２８条 特別領置品は，その内容を特別領置品書留簿に，品名，個数，その他当

該物品を特定する事項を記入するものとする。 

２ 領置物品取扱主任官は，特別領置品を特別領置品書留簿と対査・確認の上，特

別領置品袋に入れて封印の上，保管するものとする。 

 （領置物品の取扱・保管） 

第２９条 領置物品を取り扱う者は，善良な管理者としての注意義務を果たし，そ

の責任の下に慎重に取り扱い，その保管，移動に当たっては，紛失，破損等の防

止に努めなければならない。 

２ 特別領置品は，領置事務室内専用金庫に，一般領置品は，領置倉庫内にそれぞ

れ保管するものとし，仮留品及び大型不定形物は，領置倉庫内の所定の場所に保

管するものとする。 

３ 領置倉庫内は，防虫剤等を備え，領置物にカビの発生，変質等を発生させない

ように細心の注意を払わなければならない。 

 （領置金品等の交付） 

第３０条 被収容者等が領置品の宅下げを希望する場合には，第２４条第３項の交

付願を提出させるものとする。 

２ 被収容者が領置金の宅下げを希望する場合には，送金願（別紙１１）の願箋を

提出させるものとする。 

３ 被収容者から前項の送金願が提出された場合において，宅下げの相手方が親族

（外部交通の許されている親族をいい，縁組等により交通制限されている親族を

除く。）である場合には，第２４条第１項と同様にこれを許すものとし，これ以
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外の者であるときは，第２４条第２項と同様にその宅下げにより，刑事施設の規

律及び秩序を害し，又は受刑者の矯正処遇の適切な実施に支障を生ずるおそれが

あるか否かについて，調査を行うものとする。 

４ 前項の調査の結果，宅下げに支障がないと認めるときは，当該被収容者が宅下

げを希望する物品の検査その他の宅下げの手続を行うものとする。 

５ 宅下げの方法は，次のとおりとする。ただし，第１号の場合は，宅下げ日を指

定して出願をさせ，指定日から１か月以内に受取人が来庁せず窓口による宅下げ

できなかったときは，郵送等による宅下げに変更させるものとし，第２号の場合

は，当該被収容者が費用を負担する場合に許すものとする。 

(1) 窓口における交付 

(2) 郵送等による送付 

６ 第３項の調査又は第４項の検査の結果，宅下げを認めることが相当でない場合

には，被収容者に対し，宅下げの相手方を変更し，又は宅下げの申出を取り下げ

るよう指導するものとする。 

７ 被収容者が前項の指導に従わない場合には，決裁を経た後，法第５０条の規定

により，宅下げを許さないものとする。この場合においては，当該被収容者に対

し，その旨を告知するものとする。 

（領置物品の廃棄） 

第３１条 領置物品の廃棄は，廃棄願（別紙１２）に基づき行うものとする。 

２ 会計課領置係は，廃棄願と当該物品を対査・確認した後，物品一覧表から廃棄

処理するものとする。 

３ 会計課領置係は，廃棄物品を確実に廃棄処分し，廃棄願は，一定期間保管する

ものとする。 

 （遺留金品の処理） 

第３２条 遺留金品の処理については，別に定める。 

 

   第６章 総量の検査 

 （保管総量の検査） 
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第３３条 保管限度量の検査は，処遇部門において定める検査実施計画表に基づ

き，定期的に行うほか，未決拘禁者から受刑者又は労役場留置者に資格異動した

ときにも行うものとする。 

２ 保管総量の検査要領，検査実施の記録及び保管限度量超過の場合の手続等につ

いては，別に定める。 

 （領置総量の検査） 

第３４条 第２６条第３項に定める領置総量の定期検査は，毎年５月と１０月の年

２回，会計課職員により実施するものとする。 

２ 領置総量の検査要領，検査実施の記録及び領置限度量超過の場合の手続等につ

いては，別に定める。 

 （超過者に対する指導及び措置） 

第３５条 前２条の検査の結果，保管総量及び領置総量を超過している場合の指導

及び措置については，別に定める。 

 

第７章 支所における取扱い 

  （支所における取扱い） 

第３６条 松戸拘置支所における取扱いについては，原則として本細則によるもの

とするが，保管限度量及び領置限度量等必要な事項は，同支所の実情に応じて定

めることができる。 



別紙１ 

解体検査同意書 

平成   年   月   日 

 

 東京拘置所長 殿 
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氏  名              指印 
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